
地下水揚水施設届出書について 

 
地下水揚水施設（井戸）の設置を計画している方は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条

例（環境確保条例  以下「条例」 第１３４条第４項）に基づき届出が必要となります。必要書類を

添付の上、環境課にご提出をお願いします。 

 

１ 届出対象者 

出力ポンプを使用する全ての地下水揚水施設（ただし、一戸建ての住宅において家事用のみに使

用する場合は井戸ポンプの出力が３００Ｗを超えるもの）の設置を計画している方。 

 

 ※工場内に設置される場合や指定作業場に該当する場合には、工場認可申請や指定作業場届出が必

要です。 

２ 届出期限 

井戸設置工事予定の３０日前までに提出してください。 

 

※側管及びポンプ設置時に立会いをしますので必ず事前に届出を行ってください。 

 

３ 届出提出先 

環境部環境課指導係（北棟３階１０番窓口） 

 

※届出書の提出部数は、図面などを含めて正副２部です。 

 

４ 提出書類 

 ・必要書類 

 ①地下水揚水施設設置（変更）届出書（条例施行規則第３６号様式） 

 ②地下水揚水施設の構造等（別紙） 

・添付書類 

 ①近隣図（半径５０ｍ以内の建物用途がわかる地図） 

 ②配置図（敷地図に井戸のある場所を図示したもの） 

 ③井戸の構造図 

 ④給水系統図（地下水がどのような用途で使用されているのかがわかるフロー図） 

 ⑤揚水機のカタログ 

 ⑥水量測定器のカタログ 

 ⑦水位計のカタログ（設置する場合） 

 ※図面等はコピーで結構です。 

 ※井戸完成後、地質柱状図と電気検層図は作成する場合には、別途提出してください。 

 

ご不明な点があれば環境課へお問い合わせください。 

なお、条例で年１回の揚水量報告が義務化されています。１月～１２月の揚水量を翌年の１月に

報告してください。（毎年必要となります。） 

また、ストレーナーを変更する時やポンプを取り換える時などには、条例第１３４条第５項に基づ

き届出が必要になりますので事前に区と協議してください。 

 

【問合せ先・届出先】                

               江戸川区環境部環境課指導係      

               〒132-8501 江戸川区中央 1-4-1 

TEL 03-5662-1995（直通）   



  

井戸を設置している場
所の名称（個人宅の場

合は個人名）を記入し
て下さい。 

作業の種類は、事業
場での主な作業を記
入して下さい。個人

宅の場合は、「個人」
と記入して下さい。 

記 載 例 

井戸の設置してある住
所を記載して下さい。 



 

 

 

揚水施設が２本以上ある時には、井戸の名
称や番号を記入して下さい。 

注：ストレーナーとは、井戸の側管の集水口のことです。 

揚水機の設置予定日

付を記入して下さい。 

さく井の予定日付を
記入して下さい。 

井戸の深度、側管口径を
記入して下さい。 

ストレーナーが２ヶ所

以上ある時は、浅い順に
記入して下さい。 

上置ポンプか水中ポンプ
かを明示して下さい。 

静止水位は、揚水機使用開
始前の水面までの深さ、揚

水水位は、揚水機使用中の
水面までの深さを記入して
下さい。 

下水道局の時間計が設

置予定場合は「時間計」
と記載して下さい。 

地下水の用途をすべて
記載して下さい。 

ホンプ入れ替えの場
合は、入れ替え前の

「揚水施設の本数」、
「吐出口断面積」、
「揚水量合計」を記載

してください。 



② 配 置 図 （例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

井戸設置場所 

※敷地境界から２ｍ以上離してください。 

     建
物 公

道 

敷地のどこに井戸があるのか図示して下さい。 

蛇口 

ろ 過 機 

受 水 槽 

2m 
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③ 井 戸 構 造 図 （例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

揚水管 25mm 

水中ポンプ 1.1kw 

100m 

95m 

85m 

150mm 

ストレーナー 

設置している井戸がどのような構造をしているのかわかるものを

添付して下さい。 

40ｍ 

30ｍ 



④ 給 水 系 統 図 （例） 

 

井 戸 

ろ 過 機 

受 水 槽 

散 水 用 

汲み上げた地下水をどのような用途で使用しているのかわかるフロー図や配管図等

を添付して下さい。 

記載例を参考に、必要書類及び添付書類の作成をお願いします。 

提出書類について不明な点があれば、環境課へお問合せ下さい。 



都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（環境確保条例） 

 

（地下水の揚水施設の構造基準及び揚水量の制限） 

第７６条 地盤沈下の防止の対策が必要な地域として規則で定める地域内において、工場又は指定作

業場を設置している者は、地下水の利用を目的として、地下水を揚水するための揚水施設（動力を

用いて地下水を揚水するための施設であって規則で定める規模以上の施設に限る。以下同じ。）を設

置するときは、当該工場又は指定作業場内にある揚水施設の揚水機の吐出口の断面積（当該工場又

は指定作業場内にある揚水施設の揚水機の吐出口が２以上となるときは、すべての吐出口の断面積

の合計。以下この条において同じ。）の上限を２１ｃ㎡とし、揚水機の吐出口の断面積が６ｃ㎡を超

える場合はストレーナーの位置を、揚水機の吐出口の断面積が６ｃ㎡以下の場合は揚水機の出力を

規則で定める基準に適合させなければならない。 

２ 前項に規定する揚水施設のうち揚水機の吐出口の断面積が６ｃ㎡以下の揚水施設で、地下水を揚

水する者は、規則で定める揚水量を超えて地下水を揚水してはならない。 

３ 次の各号に掲げる揚水施設については、前二項の規定は、適用しない。 

 一 工業用水法（昭和３１年法律第１４６号）第３条第１項に規定する政令で定める地域において

同項の規定による許可の対象となる井戸及び建築物用地下水の採取の規制に関する法律（昭和３

７年第１００号）第４条第１項に規定する政令で定める地域において同項の規定によるによる許

可の対象となる揚水設備 

 二 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）第１１条第１項の規定による許可の対象となる動力装置

を有する揚水施設 

 三 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第６条第１項の規定に基づき水道事業経営の認可を受け

た者が設置する揚水施設 

 四 公衆浴場（公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第１条第１項に規定する公衆浴場をいう。

以下同じ。）で、浴室の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものに設置される公衆浴場の用

に供する揚水施設 

 五 河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用され、又は準用される河川の河川区域内の地下水

の揚水施設 

六 非常用災害用等公益上必要と知事が認める揚水施設 

 七 地下水に代えて他の水源を確保することが困難であると知事が認める場合に設置する揚水施設 

 

（揚水量の測定等） 

第９７条 都内（島しょ地域に存する町村の区域を除く。第１３５条において同じ。）において工場又

は指定作業場を設置している者は、規則で定める規模以上の揚水施設により地下水を揚水するとき

は、規則で定めるところにより、水量測定器を設置し、地下水の揚水量を記録し、及び知事に報告

しなければならない。ただし、工事等に一時的な揚水であると知事が認める場合は、この限りでな

い。 

 

（地下水使用合理化のための施設の改善勧告等） 

第１０１条 知事は、揚水施設（工場又は指定作業場以外において設置されているものを含む。）で規

則で定める規模以上のものを設置している者が、地下水の揚水の目的、代替水の供給の状況等によ

り、地下水の使用を合理化し、若しくは地下水の揚水に代えて工業用水道若しくは水道により水の

供給を受けることが適当であると認めるとき、又は雨水を利用することが適当であると認めるとき

は、当該揚水施設を設置している者に対し、施設等を改善し、地下水の揚水を代替水に転換するこ

とを勧告することができる。 

 

（地下水の揚水施設の構造基準及び揚水量の制限） 

第１３４条 何人も、第７６条の規定が適用される場合を除き、地盤沈下の防止の対策が必要な地域

として規則で定める区域内において、地下水の利用を目的として、地下水を揚水するための揚水施

H20.7.2 改正施行 



設を設置するときは、当該揚水施設を設置する敷地内にある揚水施設の揚水機の吐出口の断面積（当

該揚水施設を設置する敷地内にある揚水機の吐出口が２以上となるときには、すべての吐出口の断

面積の合計。以下この条において同じ。）の上限を２１ｃ㎡とし、揚水機の吐出口の断面積が６ｃ㎡

を超える場合はストレーナーの位置を、揚水機の吐出口の断面積が６ｃ㎡以下の場合は揚水機の出

力を規則で定める基準に適合させなければならない。 

２ 前項に規定する揚水施設のうち揚水機の吐出口の断面積が６ｃ㎡以下の揚水施設で、地下水を揚

水する者は、規則で定める揚水量を超えて地下水を揚水してはならない。 

３ 次の各号に掲げる揚水施設については、前二項の規定は適用しない。 

 一 工業用水法第３条第１項に規定する政令で定める地域において同項の規定による許可の対象と

なる井戸及び建築物用地下水の採取の規制に関する法律第４条第１項に規定する政令で定める地

域において同項の規定によるによる許可の対象となる揚水設備 

 二 温泉法第１１条第１項の規定による許可の対象となる動力装置を有する揚水施設 

 三 水道法第６条第１項の規定に基づき水道事業経営の認可を受けた者が設置する揚水施設 

 四 公衆浴場で、浴室の床面積の合計が１５０平方メートル以下のものに設置される公衆浴場の用

に供する揚水施設 

 五 河川法が適用され、又は準用される河川の河川区域内の地下水の揚水施設 

六 非常用災害用等公益上必要と知事が認める揚水施設 

 七 地下水に代えて他の水源を確保することが困難であると知事が認める場合に設置する揚水施設 

４ 第７６条の規定が適用される場合を除き、地下水の揚水施設を設置する者は、規則で定めるとこ

ろにより、揚水機の吐出口の断面積、ストレーナーの位置、揚水機の出力等を知事に届け出なけ

ればならない。 

５ 第７６条の規定が適用される場合を除き、揚水施設の揚水機の吐出口の断面積、ストレーナーの

位置、揚水機の出力を変更しようとする者は、あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨

を知事に届け出なければならない。 

６ 第１項の規定は、前項の届出を行ったものについて準用する。 

 

（揚水量の測定等） 

第１３５条 何人も、第９７条の規定が適用される場合を除き、都内において規則で定める規模以上

の揚水施設により地下水を揚水するときは、規則で定めるところにより、水量測定器を設置し、地

下水の揚水量を記録し、及び知事に報告しなければならない。ただし、工事等で一時的な揚水であ

ると知事が認める場合は、この限りでない。 

 

（雨水の地下への浸透の促進） 

第１４１条 知事は、地下水の保全を図るため、雨水を地下へ浸透させるための指針（以下「雨水浸

透指針」という。）を定め、公表するものとする。 

２ 規則で定める規模以上の揚水施設を設置する者は、雨水浸透指針に基づき、雨水浸透施設の設置

等雨水浸透を推進するための措置を講じるよう努めなければならない。 

 

（地下水の揚水量の減少勧告） 

第１４５条 知事は、渇水等による地下水位の著しい低下により、地盤沈下の発生等生活環境に著し

い支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、規則で定める規模以上の揚水施設を設置する者に

対し、規則で定めるところにより、地下水の揚水量を減少することを勧告することができる。 

 



都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則 

 

（地下水の揚水施設の構造基準及び揚水量の制限） 

第２９条 条例第７６条第１項及び第１３４条第１項に規定する規則で定める地域及び規則で定める

基準は、別表第８の上欄に掲げる地域の区分及び中欄に掲げる吐出口の断面積による区分に応じ、

下欄に掲げる構造基準とする。 

２ 条例７６条第１項、第９７条、第１０１条、第１３５条、第１４１条第２項及び第１４５条に規

定する規則で定める規模以上の揚水施設は、一戸建ての住宅において家事の用のみに供するもの

にあっては、揚水機の出力が３００ワットを超える揚水施設、その他のものにあっては全ての用

水施設とする。 

３ 条例第７６条第２項及び第１３４条第２項に規定する規則で定める揚水量は、１日当たりの揚水

量が、最大２０ｍ3以下であり、かつ、月平均で１０ｍ3以下であることとする。 

 

（揚水量の測定等） 

第４５条 条例第９７条及び第１３５条の規定により設置すべき水量測定器は、羽根車式、電磁式、

差圧式若しくは渦流式の水量測定器又は知事がこれらと同等以上の能力を有すると認める水量測定

器のうち、揚水施設の構造、水量、水圧等に応じてもっとも適切なものとする。 

２ 条例第９７条及び第１３５条の規定による地下水の揚水量の記録は、揚水を行った日ごとに行う

ものとする。 

３ 条例９７条及び第１３５条の規定による地下水の揚水量の記録の報告は、毎年１回、別記第１８

号様式による地下水揚水量報告書によらなければならない。 

 

（地下水の揚水施設の設置又は変更の届出） 

第７２条 条例第１３４条第４項及び第５項に規定する届出は、別記第３６号様式による地下水揚水

施設設置（変更）届出書によらなければならない。 

 

（地下水の揚水量の減少勧告） 

第７４条 条例第１４５条の規定による地下水の揚水量の減少勧告は、著しい地下水位の低下により、

相当広範囲に及ぶ地盤沈下が生じ、又はそのおそれが認められる場合に、地下水の用途等に応じ、

揚水量の減少すべき量及び期間を定め、行うものとする。 

H28.7.1 改正施行 



 

別表第８ 地下水の揚水施設の構造基準（第２９条、第７２条関係） 

地域の区分 吐出口の 

断面積による区分 

揚水施設の構造 

ストレーナーの位置 

（地表面下単位 ﾒｰﾄﾙ） 

揚水機の出力 

（単位 キロワット） 

１ 足立区（荒川左岸の地域に限

る。）、葛飾区及び江戸川区（荒川

左岸の地域に限る。）の地域 

６ｃ㎡以下 － ２.２以下 

６ｃ㎡を超え、２１ｃ㎡以下 ６５０以深 － 

２ 墨田区、江東区、北区、荒川区、

板橋区、練馬区、足立区（荒川右

岸の地域に限る。）、江戸川区（荒

川右岸の地域に限る。）の地域 

６ｃ㎡以下 － ２.２以下 

６ｃ㎡を超え、２１ｃ㎡以下 ５５０以深 － 

３ 千代田区､中央区､港区､新宿区､

文京区､台東区､渋谷区､中野区､杉

並区､豊島区､武蔵野市､三鷹市､小

金井市､小平市､東村山市､東大和

市､清瀬市､東久留米市､武蔵村山

市及び西東京市の地域 

６ｃ㎡以下 － ２.２以下 

６ｃ㎡を超え、２１ｃ㎡以下 ５００以深 － 

４ 品川区、目黒区、大田区、世田

谷区、八王子市、立川市、青梅市、

府中市、昭島市、調布市、町田市、

日野市、国分寺市、国立市、福生

市、狛江市、多摩市、稲城市、あ

きる野市、羽村市、西多摩郡瑞穂

町及び同郡日の出町の地域 

６ｃ㎡以下 － ２.２以下 

６ｃ㎡を超え、２１ｃ㎡以下 ４００以深 － 

 

 

別記様式省略 


